
｢飢餓そのものが大量破壊兵器だ｡ 毎日２

万４千もの人々, 毎分��人もの子供たちを殺
している｣ ����年２月��日 ���ニュース
ブラジル大統領

ルイス・イナシオ・ルーラ・ダ・シルバ

大都市の直面する多数の課題

途上国の巨大都市において起こりつつある

現象をこれ以上看過するのは不可能である｡����年代の一見穏やかなグローバル化はリス
クや大災難を引き起こす可能性をはらむグロ

ーバル化に移行している｡ これらの問題をど

のように抑制するかは, この��年間とその後
の, 最も急を要する課題なのである｡ この論

文はこれらの問題が生んだリスクとそれに対

する対処の一部について調査したものである｡

まず最初に, この難題のスケールについて

理解することから始めよう１)｡ 国連は都市部

開発に関する様々な統計手段を開発し, 膨大

な量のデータを蓄積している｡ 一つは都市開

発指標 (������������������) であり, そ
れは ｢長い期間に渡り, 人的, 物的都市サー

ビスとインフラに投下された支出の償却総額

の目安｣ である｡ すなわち, このデータは

｢その都市の人的, 物的資本資産の近似値｣

であり, その都市の経済産出力, 下水処理施

設, 水道, 電気, 電話サービスのレベル, 液

体, 固体廃棄物処理能力, 住民の識字力と教

育機関総合在籍率, 平均余命と乳児死亡率等

を反映する｡ 地域毎の都市開発指標は全体で,

高所得国の�����から元社会主義国圏諸国の�����, アジア－太平洋地域の�����, アラブ
諸国の�����, そして最低はアフリカの�����
となっている｡ これらのデータが反映する制

度的, 環境的複雑さ全てを理解するのはほと

んど不可能かもしれないが, 理解に努めなけ

ればならないのは明らかである｡ ����年に出
された国連人間居住計画のレポートが指摘す

るように, 過去���年間の経済成長は都市部
人口を３千万人から��億人の���倍へ, 言い
換えれば��人に１人が都市に住んでいたのが,
我々の時代には２人に１人と増加した｡ ����
年までに予想される世界人口��億人の６割が
都市部に住むことになるだろう｡

つまり, もし現在の人口増加の予想が現実

となれば, ��年間ほどの間に世界中で都市人
口が��億人も増加することになる｡ そして,

���
研究ノート

世界平和に関する大都市の役割とは？

アンドリュー デウィット

１) 失業は世界中で市長達が直面する最大の問題
のようだ｡ 国連開発計画と ����が世界中の
あらゆる地域の市長���人に調査したところ,
彼らの��％が失業を主要問題として挙げたこと
が分かった｡ それ以外の深刻な問題は以下, ゴ
ミ処理 (��％), 都市部の貧困 (����％), 不十
分な住宅施設 (����％), 不適切な固形廃棄物
の収集 (����％) の順となっている (����,����年, ��‒��頁)｡
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それらの新しい都市居住者のまるまる��％は
途上国に住んでいる可能性が高い｡ この現象

が途上国と国際コミュニティ全体につきつけ

る難題は, 現在既に第三世界において, 都市

住民の��％が極貧生活を送っているという事
実により明らかである (��������������,����年)｡ もしこの問題が放置されれば, こ
の不吉な傾向はますます相互依存する世界に

住む全ての人々が負担する結果となる環境,

政治, その他の問題を生み出すかもしれない｡

この次のセクションにおいて, 筆者はこれら

の難題のもたらす影響や, この問題について

先進社会の都市部アクターとその組織が (し

ばしば第三世界の同様のアクター達と協力し

て), どう対処しようとしているか, 概要を

説明する｡

大都市による最近の連帯活動����年５月��日から��日にかけて, 第２回
グローカリゼーション年次会議がローマで開

催された｡ このイベントは市レベルと国際コ

ミュニティの関係を再構築する目的でグロー

カル・メトロ・シティ－グローカル・フォー

ラムという����年に設立された ���の主催
で行われた(���������������������������)｡
イスラエル外交官でオスロ合意の立役者であ

るウリ・サビルによって創設されたこのグロ

ーカル・フォーラムは, 都市部政府と彼らの

代表的機関, 民間企業, 市民団体を動員する

ことにより, 平和と経済開発を促進すること

に主眼をおいている｡

グローカル・フォーラムのメンバーにはア

ジス・アベバ (エチオピア), アンカラ (ト

ルコ), アテネ (ギリシャ), パリ (仏), ス

トックホルム (スウェーデン), トロント

(カナダ) などの��を超える巨大都市が含ま
れている｡ この組織の目的は ｢国際的政策決

定における国家レベル機関の独占的存在に対

しバランスをとる｣ ため, ｢都市による外交｣

を推進することである｡ ����年に報告された
世界銀行とローマに本拠地をおくシンクタン

ク, セルフェ (����������������������������) による 『グローカリゼーション』 研

究によると, グローカル・フォーラムは, 彼

らのアプローチは ｢現代世界の危機において

最も不安定化に資する要因は貧困・地域紛争,

衝突の増加と暴力の拡散の悪循環である｣ と

の基本姿勢に立っていると表明している｡ 対

立と ｢暴力の文化｣ は今や非常に容易く国際

レベルに発展し, ｢国際コミュニティの相対

的な安定を脅かしている｣ (�����, ����年)｡
最近のグローカリゼーション会議における

主要スピーカーの１人は世界銀行総裁も含ま

れている｡ そして同会議で示された重点政策

目標には, 経済開発と対話を通しての紛争回

避に都市政府が国際的に参加する度合いが大

きくなるよう, 国内の財政を分権化する必要

性も盛りこまれていた｡

その他, 活動を活発にしている組織にはメ

トロポリスがある (��������������������������)｡ メトロポリスは����年, 都市開発を
目的に創設された｡ この組織には��の加盟都
市 (全て人口が���万を超える) と��を超え
る準メンバー (リサーチセンター, 大企業,

都市開発機関など) を抱えている｡ メトロポ

リスは大都市を代弁し, それらの都市に共通

の経済, 環境, 行政その他の問題に関する解

決策の策定に主眼をおいている｡

さらに, メトロポリスは姉妹都市団体連合

(���, ������������������������), 国
際地方自治体連合 (����, ��������������������), 世界大都市サミット会議と共に �４
を結成するために提携もしている｡ そして,�４には地方自治体や世界の主要地域の都市
を代表する６つの地域連合団体も参加してい

る｡����年, ����と ���の合併による新し
い国際組織, 市町村政府連合の結成は, この

都市レベルのグループからなる組織の国際的
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な認知度を一層引き上げた｡ ����は����
年に創設され, ���を超える国からメンバー
が参加, 地域的関心事を国際舞台において発

表, そして情報を交換する場としての役割を

果たす努力をしてきた｡ 新組織は����年５月
にパリで創立会議を行い, テーマは ｢都市,

地方政府：発展に向かう未来｣ というもので

あった｡ これらの組織の合併と, それに伴う

存在感の強化は, ���� の声明によれば
｢都市や地方政府にとり, 新しい時代の訪れ

と, 国際レベルにおける地域の声の強まりの

予兆である｣｡

この活動主義はある程度, 自然な成り行き

である｡ カナダの経済学者トーマス・コーシ

ェインは著書 『頭脳国家』 において, ｢新し

い世界秩序の現実は, 都市, 特に世界的都市

部の部類に入るもの, が経済面において国際

的プレイヤーになってきていることだ｡ この

ような都市経済の発達により, 大都市が政治

面においても経済力に見合った評価を求めよ

うとするのは当然だろう｣ と述べている

(����年, ���頁)｡ しかし, この風潮はまた,����年９月��日の米国における事件と, その
後の米連邦政府の対応を受けて, 一層加速し

ている｡

米国の再中央集権化

｢��世紀の巨大国家は倫理的にも財政的に
も破綻状態にある｡ そして巨大国家に実行力

はなかった｡ しかし, その後継者は 『小さい

政府』 ではありえない｡ 国内的にも国際的に

もあまりに多くの責務が山積しているのだ｡

我々は効率的な政府を必要としている そ

れこそが, 全ての先進国において有権者が実

際に, 声高に求めているものなのだ｣

ピーター・ドラッカー ����年
小さい政府ではなく, 効率的な政府を必要

とするドラッカーの主張は正しい｡ しかし,

この頃の米国内の動向を見ると, 政府の巨大

化と同時に品質の低下に向かっている｡ 治安

取締りや監視, メディア・コントロールなら

びに政府の直接的な支出２) によって――ブッ

シュ政権下, 連邦政府へ再び権力を集中しよ

うとする不穏な動きはこのように, 都市政府

ムーブメントにとり, 活動主義への難題であ

ると同時に強力な原動力の原因にもなってい

る｡ ケインズ主義が浸透していた時代には,

中央集権化は課税基盤と社会, 地域開発プロ

グラムの設計に主眼が置かれていた｡ これは

全ての面においてマイナスの風潮であった訳

ではない｡ 全米国的なレベルで優先事項とな

りつつあった再分配と市民権にまつわる問題

に, 多くの場合あまり関心を示さなかった州

と大都市政府の偏狭性を改善する一助となっ

たからである｡ 州・大都市政府はまた, 財政

や行政面で移譲された権限を適切に利用する

行政管理能力と外的刺激 (グローバル化の問

題など) にも欠ける傾向があった｡

しかし, これら地方の偏狭性と組織的能力

の欠如の問題は過去のものとなった｡ これま

で概観したように, 百万都市の成長は, 地方

レベルにおいて創造的な問題の解決策を多数

生み出した｡ 冷戦の終焉は, それが新しい統

治スタイルの枠組みとなる可能性のあること

を示した｡ というのは地方分権と補助金の原

則が先進国諸国中において, また多くの途上

国においても普遍的な現象となったからであ

る｡ しかし, 新世紀に入ってまもなく, いわ

ゆる対テロ戦争が出現し, 前記の流れを転換

させる可能性のある気がかりな動きが見られ

る｡ これは米国において特に顕著であるけれ

ども, 米国に限った話ではない｡

世界平和に関する大都市の役割とは？ ���

２) 共和党支持者の間ですら, ブッシュ一派のリ
ーダーシップの下, 共和党は ｢大きな政府｣ に
尽力するようになってしまったという強い批判
がある (�����������������, ����年)｡
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地方分権を阻む安全保障問題

地方への権限委譲に対する大きな逆風は米

国連邦政府と, 米国よりは少ない程度におい

てであるが, 日本政府その他の地域における

新保守主義派 (ネオコン) の台頭から来るよ

うだ｡ ブッシュ政権下, 国家安全保障問題が

連邦政府の支配力と介入強化への反対意見を

押し切る政治的切り札として利用され, 同時

に公共部門の機能 (例えばメディケア, メデ

ィケイド, 年金など) を民間・非営利部門に

移行することにより, 地方分権化を回避する

ためのアジェンダとして使われている３)｡

国家安全保障問題で最も難しいのは, その

問題の性質と, どうすればそれに最良の対処

ができるのかという点である｡ ここで非常に

重要なイデオロギー的, 組織的問題であるの

は, ネオコン その多くが, 古くは����年
代に遡り, 米政府内の強い影響力を発揮する

地位についている が, 冷戦の勝利は (国

際的ネットワークに助けられ) 市民組織の圧

力により内側から達成されたというより, 軍

事力によってえられたと信じていることであ

る｡ 換言すれば, ネオコンたちは, レーガン

による軍事力増強がソビエト連邦の経済的基

盤を破壊し, 冷戦に勝利したと主張している

のだ｡ この前提に立って, 彼らは軍事力が国

土安全と世界中の民主化を促進する鍵である

と主張している｡

軍事力については中央政府が力の中心であ

り, テロリズムや海外の政情不安に対する中

央政府の対応が軍部に力を入れることであっ

ても驚くにはあたらない｡ これは特に, ９・��同時多発テロ事件で非常に大規模なテロ攻
撃に遭遇し, 文明の歴史上かつてない軍事力

を保有する米国にあってはなおさらである｡

９・��事件に対するブッシュ政権の好戦的で
単独行動主義の対応は極端と言えるかもしれ

ないが, ネオコンのリーダーシップに率いら

れた連邦政府の政治的誘因という文脈の中で

捉えれば理に適っている｡

公共サービスの重要性とテロリズム

しかし, ブッシュ政権のもう一つの面は,

戦争状態にある国の ｢我々対彼ら｣ 心理の肥

大である｡ 世界で最も進んだ言論の自由と批

判的思考を擁護する社会と広く考えられてい

る米国としては驚くべきことであるが, ９・��をきっかけに米国の国民的世論は, 米国外
交・経済政策こそがテロリスト達を, テロ志

願者勧誘活動に扇動しているかもしれないと

いう点についての徹底した反理性的な否定が

主流である｡ マニ教的二元論の善対悪という

ような考え方が米国世論を支配するようにな

っており, 国内の愛国主義についてのリトマ

ス試験紙となっていると多くの識者が失望し

ている｡ このような知的環境は世論だけでな

く, 学術的調査にも影響を及ぼしている｡ 多

くの研究が, テロリスト達自身は世界中の貧

しい人々の中で最も社会的に置き去りにされ

た, そして最も不利に取り扱われた者達では

ないと指摘している｡ すなわち, 経済的状況

や様々な理に適った不満 (例えばイスラエル

によるパレスチナの不法な占領に対する米国

の支持など) は９・��その他のテロ事件に全
く関係がないと否定する試みが強くなされた

のである (�������, ����年)４)｡
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３) そのため, 以前は確固たるイラク戦争支持者
で, 『レクサスとオリーブの木―グローバリゼ
ーションの正体』 の著名な作者であるトーマス
・フリードマンはゴールドマン・サックス・イ
ンターナショナルの副社長ロバート・ホーマッ
ツの言葉を最近引用している｡ ｢���の危機はわ
が国の安全にとって最も重要なものに関し, 優
先順位を明確にし, 資源を集中させるというよ
りむしろ, 自由に支出, もしくは税金を削減す
る免状を政府に与えるために利用されている｣
(��������, ����年)｡ ４) ジョージ・オーウェルが 『動物農場』 (����
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そのような訳でアル・カイダ, ハマス, ヒ

ズボラなどのテログループが地域住民に強く

支持されているのは, 彼らが本拠地としてい

るコミュニティーで恐れられているからでは

なく, テログループが不可欠な公共財を提供

するためであるという事実は, ほとんど注目

されていない｡ 例えば, ハマスはパレスチナ

人に広く尊敬されている｡ それは, ハマスが

パレスチナのコミュニティーの中で託児所,

学校, 病院, スポーツ・クラブ, その他のサ

ービスの広域なネットワークを持っているた

めである５)｡ アル・カイダもまた, 同様のサ

ービスをアフガニスタンその他の地域で提供

している｡ 言い換えればテロ組織は都市政府

の役割を一部果たしている｡ しかし, 米国内

の議論においてこれらの重要な事実を指摘し,

そのような現実がテロの脅威に対し, もっと

多様な (すなわち軍事力以外の) 対応を必要

としていることを示唆していると主張するこ

とは, その主張者に対し, 非常に感情的な非

難を招いた｡ また, そのような議論に対する

批判者達は, それはテロを正当化すると訴え

た｡ このことは, 喩え僅かでもテロに道理が

あると示すことは, 少なくともそのような行

為が無理からぬ部分があると言うことと同じ

であるという懸念が根底にあることを示して

いる｡

これら全てのレトリックの, 真に奇妙で,

矛盾する側面の一つは, ネオコン達が (特に

大量破壊兵器が存在しないことが明らかにな

った時) 戦争と政権交代を通じて民主化と平

和的な社会開発の展望を提案したことだ｡ そ

れらネオコンは軍事面の戦略において非常に

熟練していたが, その後公共サービスと治安

をもたらすこと, すなわち戦後に適当な政策

の計画 (実行については言うまでもなく) に

ついてはずっと能力が劣っていることが明ら

かになった｡ それは, この結果が一つには彼

ら自身の傲慢と無能さによるものであり, も

う一つには, 公共財は民間部門によって提供

されるべきであるという彼らの信念によって

引き起こされたといえる｡ しかし, 個人の性

質という要素はこの点に関してさしたる重要

性を持たないため, そのような要素について

は問題を批判的分析の対象にするより, 個人

の性質に帰すのが得意なニュース・メディア

に任せておけば良いだろう｡

疑問の多い米国の対テロ政策

テロの本当の意味での脅威と, どのように

それに対処すべきかという問題について, 留

意すべき最も重要な点の一つは, どの社会に

おいても政治は集団にとっての問題に解決策

を提供する, もしくは, 少なくとも, 一番大

事な政治的顧客に対し, 解決策と映るものを

提供することである｡ 解決策そのものは概し

て, 実行可能な手段, 中心となる政策決定者

の組織的利害関心, ただちに対処しなければ

ならない政治的圧力などによって制限されて

しまう６)｡ 大きい武力を備えた国家において,

たとえその国が単独行動主義的ネオコンに支

配されていようといまいと, 武力使用の選択

世界平和に関する大都市の役割とは？ ���

年) の序文で書いているように, ｢いつ何時で
あれ, 正説という, 正直な人々が疑問を抱かず
に受け入れると思われている多くのアイディア
があるものだ｡ あれこれ言うことは厳密には,
禁止されているわけではないが, 実際に 『発言
された』 ことはない……主流の正説に異議を唱
える者は誰であれ, 驚くほどの効力を持って沈
黙させられるはめになる｣｡
５) 事実, ｢７千万ドルと推測されるハマスの財
政の約��％は, 社会サービス関連活動に支出さ
れていると考えられる｣ (�����, ����年)｡ ６) 哲学者のピーター・シンガーがブッシュの倫

理観に関する著作において指摘している通り,
ブッシュは彼自身が無力に見えないように武
力を使用しなければならないと感じていた
(������, ����年)｡
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肢が有力視されるのはほぼ例外ないと言える｡

ウェーバー的国家による暴力の独占は, 国内

という領域から国際政治制度全体に必然的に

適用されている｡ 我々が����年６月にブッシ
ュのウェストポイント士官学校でのスピーチ

で見たように, 彼は, 米国は外国に対し,

｢先制｣ (実は予防の) 介入し, 全ての潜在的

な敵に対し決定的な軍事的優位性を保持する

権利を保持していると公言した７)｡

しかし, 倫理面については言うまでもなく,

このグローバル化の齎す不安定性への対応の

長期的費用対効果は疑問点が多い｡ さらに,

軍事行動の選択肢が強調されればされるほど,

国土安全重視の政府はまた, 秘密主義と市民

監視の介入度を強めるのだ｡ これらの政策は

警備コストの増加につながり, また経済の活

力と, 市民による政治過程の民主的コントロ

ールの中核をなす, 情報とアイディアの自由

な交換を妨害する｡ この点に関して, 現代米

国の最も気がかりな傾向の一つは, 自由貿易,

戦争などについてのたとえ平和的な抗議行動

に対してさえ, 米連邦捜査局 (���), 中央
情報局 (���), 米軍, 重装備した地元警察
の出動が増えていることである｡ また, もう

一つの非常に憂慮すべき傾向は, アイビー・

リーグ (米北東部の名門大学の総称) の批判

的社会科学調査, 特に中東研究を冷遇するの

に, 監督機関や連邦政府助成金が利用されて

いることだ (デウィットと金子, ����年�)｡

都市政府と平和問題

一方, 都市部は一般的に, このグローバル

化の齎す不安定性と軍事力を持ったテロの脅

威に, 組織的に対処する能力を欠いている｡

国民国家の閉ざされた制度内において, 都市

部アクターは自身の警察機構を持ち, 中央政

府のリーダーシップにおおむね従っている｡

しかし, 一旦国境を越えて組織化されると,

これらの同じ都市部アクター達は互いの接点

を見出し, 不安定性の根源は経済にあると認

識する｡ 世界の混沌とした都市化に直面し,

都市部管理者の善対悪のアイディアは, 威嚇

によって勝利する幻想より, どのように公共

財が提供されるかに主眼が置かれる傾向が強

い｡

そのため, ここで実際に問題なのは, 国内

の安全を保障するために, どのように財政が

支出されるべきかということである｡ もし財

政が一層中央集権化され, 軍事機関とそれに

関連するインフラ (シンクタンクや軍需産業

など) に支出されれば, 軍事的選択肢は一層

実行可能に, そして現実味を帯びることにな

る｡ しかし, 武力による紛争解決は高くつき,

問題を悪化させるようだ８)｡

また, 振り返ってみれば, アフガニスタン

も, 日本の戦国時代のような状況へと悪化し

ている｡ そこでは膨大な規模のけし栽培と,

それに伴うヘロイン取引のコントロールをめ

立教経済学研究 第��巻 第３号 ����年���

７) ｢平時の世界：法によって支配される世界,
全ての人々が自分の運命を決める自由を持つ世
界：この夢はまだ叶っていないけれども, もし
現実化するとすれば, それは米国の武力によっ
て齎され, 米国の武力によってまた守られるの
だ｣ (������������, ����年, ��頁)｡ ブッ
シュ政権タカ派の理論的領袖リチャード・パー
ルと, 元ブッシュのスピーチライターであり,
｢悪の枢軸｣ スローガンの主たる作者, デヴィ
ッド・フラムのこのコメントは, 同政権の世界
統治についての展望を簡潔に要約している｡

８) たとえば, 米軍のイラク攻撃は大量破壊兵器
の抑制に全く影響を持たず, また, テロを抑止
してもいない｡ 無数の中立な評者によれば, む
しろそれはアル・カイダとその仲間にとり, テ
ロ志願者のスカウトを大いに助ける結果となっ
ている｡ 英国際戦略研究所が 『ミリタリー・バ
ランス����‒����』 において ｢イラクにおける
戦争はおそらく, イスラム教徒の間に過激な熱
情をあおり, アル・カイダのスカウト能力なら
びに士気を上げただろう｣ と指摘している｡
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ぐって争う軍閥によって国の大部分が分割さ

れている｡ 確かにアフガニスタンは国連の開

発プログラムの査定によると, 世界で二番目

に最も貧しい国であり, ブッシュイズムが反

故にした約束の後続いた混乱などがあるため

に, 同国については詳細に検討することが必

要である｡ しかし, この限られた紙面におい

て全てを説明することはできない｡ そこでブ

ッシュ一派の, 犯罪的とすら言える無能さの

スケールを象徴する驚くべき事実が一つ, こ

こにある｡ 国連人道問題調整事務所の広報紙

(����年８月号) によれば, ����年, アフガ
ニスタンのけしの収穫高は過去最大となり,

全世界の生産量のまるまる��％を占めること
になると報告されている (国連人道問題調整

事務所, ����年｡ �����������������������������������������������������)｡ この中
で英エコノミスト・インテリジェンス・ユニ

ット (エコノミスト誌の企業間事業部門) の

報告が引用され, その収穫は���億米ドルに
価すると示唆している｡ この数字はアフガニ

スタンの表向きの国内総生産額の半分に匹敵

する｡ けし取引の齎す収入は各地の軍閥間競

争を激化させ, カルザイ大統領はカブール市

の市長に過ぎないと揶揄される有様である｡

けしの収穫はまた, アフガニスタン国内にお

いても薬物濫用の拡大を引き起こしているが,

けしを栽培する農民にとって他の作物と比較

してけしの齎す何倍もの収入は, 人生は ｢汚

く, 残酷で短い｣, 真のホッブス的世界で生

き残りを左右するのだ｡ 上記の国連機関広報

紙はカンダハルのアヘン農家女性の言葉を引

用している｡ ｢それは違法な作物というより

むしろ, 私の子供, 孫, そして夫に先立たれ

た二人の娘たちの命を救う天の恵みなのです｣｡

平和問題に関する都市政府の優位性

これは軍事行動が真に最後の手段としての

み使われるべきであることを示す一例に過ぎ

ない｡ 一方, 財政の分権化と, 国境を越えて

密接に結びつき､ 周到にセットアップされた

地方レベルの組織は, より協力的で経済開発

主義志向の解決策向かう傾向が強い｡ また,

都市部アクター達は都市の管理者として, 組

織的にもこの種の解決策を提案する傾向があ

る｡ なぜならそれらが彼らに可能な, 政治的,

経済的不安定性に立ち向かう手段だからであ

る｡

都市化と国家安全問題という非常に重い世

界規模の難題を考えた場合, これらの問題は

もちろん, 我々が軍事力整備に主眼を置くか,

それとも経済開発主義をとるかの二択ではな

いことが示唆されている｡ 我々はいたずらに

軍事力を軽視することはできない｡ 特に軍事

力の重要性を強調する政治連合が既に, より

多くの兵器ともっと柔軟に派遣できる軍隊の

推進に成功している現在はなおさらである｡

彼らはまた, 憲法による予防策や国際法によ

る抑制に妨げられることもあまりないまま,

それらのアジェンダを推し進めている｡ 平和

主義の人々がどれだけそれがなくなって欲し

いと願おうが, 実際の選択肢としての軍事力

はこうして, より有力かつ実行可能になるだ

ろう｡ しかし, 武力の優位を主張するラテン

語の格言 ｢�������������������� (もし
平和を欲するなら, 戦いに備えよ)｣ はおそ

らく, 潜在的な敵が大規模で圧倒的な報復の

脅威によって抑制された時代には適切であっ

たかもしれない｡ 冷戦時代の不安定な平和は

事実, この種の考え方に基づいたものであり,

それが最も顕著に表れているのは ｢確実な相

互破壊｣９) の安全保障政策である｡

しかし, テロは, その行為者に死の脅威で

もって向かってもほとんど抑制されない｡ な

世界平和に関する大都市の役割とは？ ���

９) これは極めてそれにふさわしく, 英語で略し
て ｢���｣ (狂って) となっている｡ なぜな
ら, 破壊は人類そのものの終焉を意味していた
からである｡
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ぜなら, 大抵の場合彼らは明らかに, 自身の

生命を犠牲にすることを熱望しているからで

ある｡ また, 彼らは自分の地元の人々に報復

がふりかかるのを恐れてもいない｡ それは単

に彼らにより多くのテロ志願者をもたらすだ

けだからである｡ 殊に９・��テロ攻撃以降,
アル・カイダとその関連グループのテロリス

トは先進国全体で恐怖の念をもって見られた｡

しかし, 途上国に住む多くの人々には, それ

は第三世界に対する以前からの米国による介

入, 全人口の��％が富の��％を所有する (木
下, ����年, ��頁) 世界の不平等, その他第
一世界は第三世界についておしなべて無関心

であるといった事実に対する無数の不満に基

づく正義の抗議行動として見られていた｡ 再

度大規模なテロ攻撃は起こるのがほぼ間違い

ないが, それは第三世界の国々において公然

と賞賛されるだろう｡ それはブッシュ政権と

その仲間が, 皮肉な言い方をすれば, できる

だけ多くの人々を疎遠にしようと計算してい

るかのように対テロ戦争を戦っているからで

ある｡ 上記の巨大な, そして増え続ける異議

の声を解消する唯一つの武器は, 経済開発で

あり, 大都市の協働する組織と資金援助に補

強された, 第三世界を通じた適切で革新的な

都市開発である｡ ����年ノーベル平和賞受賞
者ジョセフ・ロートブラット��) は ｢平和を欲
するなら, 平和に備えよ｣ と言った (����,����年)｡
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��) 第２次世界大戦中, ロートブラットはマンハ
ッタン・プロジェクトによって原子爆弾開発に
関わっていた｡ しかし, ����年��月にドイツに
は開発不可能であることが明らかになった時,
彼は辞めた｡ 科学者の中でそのような行動をと
ったのはロートブラット一人であった (���������������)｡
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